
近年の軍事技術の進展は目覚ましいものとなっ
ている。こうした技術の進展を背景に、現在の戦闘
様相は、陸・海・空のみならず、宇宙・サイバー・
電磁波といった新たな領域を組み合わせたものと
なっており、各国は、全般的な軍事能力の向上のた
め、これら新たな領域における能力を裏付ける技術
の優位を追求している。

さらに、極超音速兵器などのゲーム・チェン
ジャーとなり得る先端技術を活用した兵器の開発
や、人工知能（A

Artificial Intelligence
I）を搭載した自律型の無人兵器シ

ステムの研究開発に多額を投じ、早期実用化に取り
組んでいる。また、量子コンピューティングや量子
暗号をはじめとする量子技術、第5世代移動通信シ
ステム（5G）などをはじめとするI

Information and Communication Technology
CT分野の今後

のさらなる技術革新は、将来の戦闘様相をさらに予
見困難なものにするとみられる。

また、装備品の高性能化・複雑化に伴い外国製装
備品の輸入が高水準で推移していることに加えて、

技術の高度化に伴い単価が高騰している装備品の導
入により、近年の国内調達の増額にもかかわらず、
国内企業からの調達数量は減少傾向にある。そのた
め、わが国の防衛産業・技術基盤は厳しい状況に晒

さら

されている。
このような中、多次元統合防衛力の構築に必要か

つ十分な防衛力の「質」及び「量」を確保するには、
①装備体系の見直し、②技術基盤の強化、③装備調
達の最適化、④産業基盤の強靭化、⑤防衛装備・技
術協力に取り組むことが不可欠である。また、①～
⑤の取組と合わせて、わが国経済の自律性や、わが
国の技術などの他国に対する優位性、ひいては国際
社会にとっての不可欠性などを高める観点から政府
全体として重点的に推進している⑥経済安全保障の
取組について、防衛省としても安全保障上の知見を
活かして、積極的に協力していくことが極めて重要
である。

装備体系の見直し第1節

11 	 合理的な装備体系の構築のための取組	 合理的な装備体系の構築のための取組
人口減少・少子高齢化の急速な進展や厳しい財

政事情を踏まえれば、領域横断作戦に対応できる十
分な能力を獲得するためには、装備体系の合理化な
どにかかる取組を一層推進することが必要不可欠で
ある。中期防においては、統合運用の観点から実効
的かつ合理的な装備体系を構築するため、次の項目
に取り組んでいくこととしている。

1　統幕の機能強化
中期防では、現有の装備体系を検証し、統合運用

の観点から実効的かつ合理的な装備体系を構築する
ための統幕の機能を強化することとしている。これ
を踏まえ、中期防期間中の適切なタイミングで、統
合運用上の観点を踏まえた装備体系の構築に着手す
ることとしている。

2　	装備品のファミリー化・仕様の共
通化・共同調達など

統合的見地を踏まえ、開発・取得・維持経費の低
減を図るため、中期防では、装備品のファミリー

防衛装備・技術に関する諸施策第4章
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化1、装備品の仕様の共通化、各自衛隊が共通して保
有する装備品の共同調達などを行うこととしてい
る。これを踏まえ、例えば、陸自が保有する沿岸レー
ダーや低空レーダーなどの複数種類のレーダーの後
継として、仕様を共通化した「多目的監視レーダー」
を開発している。また、12式地対艦誘導弾能力向上
型については、陸自のトラックに搭載する装置から
発射する誘導弾（地発型）の開発を令和3（2021）
年度から開始している。地発型の開発にあたっては、
海自の艦船に搭載する装置から発射する誘導弾（艦
発型）及び空自の戦闘機から発射する誘導弾（空発
型）とのファミリー化を見据えて、誘導弾の機能・
性能、形状、構成品などの共通化のための設計に取
り組み、開発期間の短縮にも取り組んでいる。

1 装備品について、基本的な構成部品を共通化させつつ、機能、性能などにバリエーションを持たせることで、異なる運用要求に応えるようにすること。

3　	重要度の低下した装備品の運用停
止など

中期防では、航空機などの種類の削減、重要度の
低下した装備品の運用停止、費用対効果の低いプロ
ジェクトの見直しや中止などを行うこととしている。

これを踏まえ、203mm自走りゅう弾砲など、わ
が国を取り巻く安全保障環境にかんがみ、必ずしも
優先順位の高いとは言えない装備品について、後継
装備品を整備せず用途廃止とするとともに、生物偵
察車などの整備数量が少なく、費用対効果の低い装
備品などは、機能担保を行いつつ用途廃止とするこ
ととしている。

国産のミサイル開発の最前線

三菱重工業株式会社　航空機・飛昇体事業部
飛昇体技術部　陸・海上システム設計課　 
課長　　服

はっとり
部　起

かずや
也

当社は、四方を海に囲まれたわが国の特性を考慮し
て開発した12式地対艦誘導弾（12SSM）の製造を行う
とともに、その改良型の開発を担当してまいりました。

2021年7月、12SSMを大幅に長射程化する12式地
対艦誘導弾能力向上型の開発契約を防衛省より受注し
ました。スタンド・オフ防衛能力の速やかな強化が求
められる中、短期間で効率的に長射程化を実現するた
め、従来のミサイル部門に加えて、社内の研究部門か
ら流体、燃焼、構造などの専門家も参集して取り組ん
でいます。専門知識を活かし、流体シミュレーション
による機体形状の検討、試験による推進装置の燃焼
データ取得など、設計と並行した事前検証を進めてい
ます。引き続き、12SSMの技術／製造基盤・実績、陸
海空の多様なプラットフォームに搭載する様々なミサ

イルの開発を通じて獲
得した最新技術・経験
も活用し、開発を促進し
ていきます。

本ミサイルシステム
に限らず、複雑・高度化
していく運用環境に対
応するためには、電波・
通信・電子機器、推進装
置、システムインテグ
レーションなどの技術
が必要不可欠です。当社
は、これら各種技術の開
発・維持・向上を通じて、わが国の安全保障の基礎と
なる防衛力整備に貢献出来るよう、国内防衛装備品
メーカをはじめとする多数のパートナー会社と協力し
て、活動してまいります。

VOICE

エンジンの性能試験の様子 
（筆者は奥） 

【三菱重工業（株）名誘より提供】
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22 	 限られた人材を最大限有効に活用するための取組（無人化・省人化）	 限られた人材を最大限有効に活用するための取組（無人化・省人化）
わが国を取り巻く厳しい安全保障環境及び人口

減少・少子高齢化の急速な進展を踏まえれば、限ら
れた人材を最大限有効に活用して防衛力を最大化す
ることが重要である。中期防では、防衛装備品の無
人化・省人化の取組を積極的に進めることとしてい
る。

1　無人化の取組
中期防では、情報処理や部隊運用などにかかる判

断をはじめとする各分野への人工知能（AI）の導入、
無 人 航 空 機（U

Unmanned Aerial Vehicle
AV）の 整 備、無 人 水 上 航 走 体

（U
Unmanned Surface Vehicle

SV）及び無人水中航走体（U
Unmanned Underwater Vehicle

UV）の研究開発な
どの無人化の取組を積極的に推進することとしてい
る。

これを踏まえ、グローバルホークや海自の艦載型
無人機の取得のほか、次期戦闘機等の有人機と連携
する戦闘支援無人機のコンセプト検討を行う研究を

行うとともに、警戒監視などの任務が期待されるモ
ジュール化UUVの研究などにも取り組むこととし
ている。

2　省人化の取組
中期防では、新型護衛艦（FFM）や潜水艦などの

設計の工夫、レーダーサイトなどの各種装備品のリ
モート化など、省人化の取組を積極的に推進するこ
ととしており、2021年6月には、令和元年度計画護
衛艦（01FFM）「のしろ」、同年12月には、「みくま」
の命名式・進水式が実施された。このほかにも、警
戒監視に特化させることで、より少人数の30名程
度で運用可能な哨戒艦の導入や、AIを活用した電
波画像識別技術の研究をはじめとする装備品への
AIの利活用の検討など、具体的な取組を進めるこ
ととしている。

令和元年度計画護衛艦（01FFM）「のしろ」の命名式・進水式
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